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令和３年度税制改正事項

１．復興特区関係

２．福島関係

（１） 機械等に係る特別償却等の特例措置の延長 ・・・ １

（２） 被災雇用者等を雇用した場合の税額控除の特例措置の延長 ・・・ ２

（３） 開発研究用資産に係る特別償却等の特例措置の延長 ・・・ ３

（４） 新規立地促進税制（再投資等準備金及び特別償却）の延長 ・・・ ４

（１） 福島イノベーション・コースト構想の推進に係る特例措置の創設 ・・・ ５

（２） 福島における特定風評被害による経営への影響に対処するための特定事業活動に係る特例措置の創設 ・・・ ６

（３） 福島復興再生特別措置法による被災12市町村における農地の利用集積等の促進のための税制上の所要の措置の創設 ・・・ ７

（４） 帰還環境整備推進法人に土地等を譲渡した場合等の特例措置の拡充 ・・・ ８

３．被災代替資産関係
（１） 建物・家屋及び土地に係る特例措置の延長 ・・・ ９

（２） 事業用資産に係る特例措置の延長 ・・・ 14

（３） 農用地に係る特例措置の延長 ・・・ 17

４．東日本大震災事業者再生支援機構関係
（１） 機構が行う資金の貸付けに係る金銭消費貸借契約書の印紙税の非課税措置の延長 ・・・ 18

（２） 機構の事業税の資本割の特例措置の延長 ・・・ 19

５．その他
（１） 特定住宅被災市町村の区域内にある土地等を地方公共団体等へ譲渡した場合の特別控除(2,000万円)の延長 ・・・ 20

（２） 防災集団移転促進事業の移転元地を利活用するために土地の交換を行った場合の登録免許税の免税措置の延長 ・・・ 21

（※） 住宅ローン減税の被災者向け措置の拡充 ・・・ 22

（※） 直系尊属から住宅取得等資金の贈与を被災者が受けた場合の贈与税の非課税措置の拡充 ・・・ 23



○ 機械等に係る特別償却等の特例措置を、対象地域を沿岸地域等（改正後の復興
特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内）に重点化した上で、適用期限を
３年延長し、令和６年３月31日までとする。

改正概要

○ 令和６年３月31日までの間に、指定を受けた個人事業者又は法人が、特定復興産
業集積区域において取得等し事業の用に供した機械・装置及び建物等について、以
下の特別償却又は税額控除を適用する。

改正後の特例の内容

復興特区関係：機械等に係る特別償却等の特例措置の延長
令和３年度税制改正の概要

※ 改正後の復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内に限る。
※ 特別償却と税額控除は選択適用。

特別償却

R3.4.1～R6.3.31

機械・装置 50％

建物・構築物 25％

※ 本特例措置（法37条）、被災者雇用の税額控除（法38条）、新規立地促進税制（法40条）はいずれかの選択適用。

選択適用
税額控除

R3.4.1～R6.3.31

機械・装置 15％

建物・構築物 8％

（※） 本措置の対象外となる区域における新型コロナウイルス感染症の影響による設備導入等の遅延への対応として、本措置の対象となる設備を令和２年度末までに事業の用に供することができない場合

等でも、同感染症の影響によって設備導入が遅れたことなど、一定の要件を満たす場合には、従前の特例措置を適用できるよう令和５年度末までの経過措置を設ける。
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控除前
税額の
20％を
限度

○ 被災雇用者等を雇用した場合の税額控除の特例措置を、対象地域を沿岸地域等
（改正後の復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内）に重点化した
上で、適用期限を３年延長し、令和６年３月31日までとする。

改正概要

○ 令和６年３月31日までの間に、指定を受けた個人事業者又は法人が、指定を受け
た日から５年の間の特定復興産業集積区域内の事業所における被災雇用者等（注）

に対する給与等支給額の10%を、税額の20%を限度として控除できる。

改正後の特例の内容

令和３年度税制改正の概要
復興特区関係：被災雇用者等を雇用した場合の税額控除の特例措置の延長

（注） 雇用されている被災者。被災者は次のいずれか。
① 平成23年３月11日時点で特定被災区域内の事業所

で勤務していた者
② 平成23年３月11日時点で特定被災区域内に居住して

いた者

指定日 R3.4.1～R6.3.31

税額控除
率

10%

※ 改正後の復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の
区域内に限る。

※ 本特例措置（法38条）、機械等に係る特別償却等（法37条）、新規立地促進税制（法40条）はいずれかの選択適用。

×10％

被災雇用
者等

に対する
給与等支
給額

相当する額を
税額控除

法人税額
又は
所得税額納税額
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○ 開発研究用資産に係る特別償却等の特例措置を、対象地域を沿岸地域等（改正
後の復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内）に重点化した上で、
適用期限を３年延長し、令和６年３月31日までとする。

改正概要

（1） 令和６年３月31日までの間に、指定を受けた個人事業者又は法人が、特定復興
産業集積区域において取得等し、事業の用に供した開発研究用資産について、特
別償却ができる。

（2） （1）の対象となる開発研究用資産の償却費について研究開発税制を適用する場
合には、特別試験研究費とみなして税額控除の適用ができる。

改正後の特例の内容

令和３年度税制改正の概要
復興特区関係：開発研究用資産に係る特別償却等の特例措置の延長

取得日 R3.4.1～R6.3.31

開発研究用資産の特別償却率 50%（中小企業者等）・34%（中小企業者等以外）

※ 改正後の復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内に限る。

（１） 減価償却 （２） 研究開発税制の特例

特別
償却

（上記の率）

普通償却

償
却
費

＋

（※） 本措置の対象外となる区域における新型コロナウイルス感染症の影響による設備導入等の遅延への対応として、本措置の対象となる設備を令和２年度末までに事業の用に供することができない場合 3等でも、同感染症の影響によって設備導入が遅れたことなど、一定の要件を満たす場合には、従前の特例措置を適用できるよう令和５年度末までの経過措置を設ける。

税額控除の上限 税額控除率

法人税額
10％まで

法人税額
10％まで

法人税額
25％まで

上乗措置

一般型
（大企業）

or
中小企業基盤強化税制

（中小企業者等）

特別試験研究費

通 常 ：2～14％
中小企業者等 ：12～17％

大学等との共同研究 ：30％
ベンチャー等との共同研究 ：25％
その他の者との共同研究等 ：20％



○ 新規立地促進税制（再投資等準備金及び特別償却）を、対象地域を沿岸地域等
（改正後の復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内）に重点化した
上で、適用期限を３年延長し、令和６年３月31日までとする。

改正概要

○ 令和６年３月31日までの間に指定を受けた特定復興産業集積区域内に本店を有
する法人（復興推進計画認定日以降に設立）が、指定の日から同日以後５年が経過
する日までの期間内の日を含む各事業年度において、所得金額を限度として再投
資等準備金として積み立てたときは、その積立額を損金の額に算入できる。

○ 特定復興産業集積区域内で機械又は建物等に再投資等を行った事業年度にお
いて、準備金残高を限度に即時償却できる。

改正後の特例の内容

令和３年度税制改正の概要
復興特区関係：新規立地促進税制（再投資等準備金及び特別償却）の延長

※ 改正後の復興特区法に規定する特定復興産業集積区域の区域内に限る。

※本特例措置（法40条）、機械等に係る特別償却等（法37条）、被災者雇用の税額控除（法38条）はいずれかの選択適用。

（１） 投資段階

再投資等準備金として積立て（損金算入）

設
備
投
資
額

所
得
の

圧
縮損金算入

限度額

（２） 再投資段階

再投資等準備金は、機械又は建物等に再投資を行った事業年度において再投資等のための支出
額と同額を益金に算入（再投資を行った機械又は建物等は、準備金の範囲で即時償却）
※再投資をしない場合は以下の期間で益金算入
指定の日以後10年が経過した日を含む事業年度（基準年度）以後の各事業年度の準備金残高の５分の１（平成28年３月
31日以前に指定を受けた法人にあっては10分の１）

取崩し

購入資金即時償却

再
投
資
等
準
備
金

設備投資

（再投資）

最長３事業年度以内に５千万円以上⇒再投資等準備金が積立可能に
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改正概要

○ 福島イノベーション・コースト構想の推進に係る重点分野の取組を支援するため、
新産業創出等推進事業促進区域内において、新産業創出等推進事業を行う事業者に
対して、令和３年度から５年間の特例措置を創設。

〇 福島県知事の認定を受けた個人事業者又は法人が、新産業創出等推進事業促進

区域※１内において、新産業創出等推進事業を行う場合、以下の特例を適用する。
※１ 福島国際研究産業都市区域内の区域であって、新産業創出等推進事業の実施の促進が、産業集積の形成及び活性化を図る上で特に有効であると認められる

区域。（改正福島復興再生特別措置法第84条第２項第２号）

① 機械等に係る特別償却等※２

※２ 特別償却と税額控除は選択適用。

② 避難対象雇用者等又は特定雇用者※３を雇用した場合の税額控除
新産業創出等推進事業促進区域内の事業所に勤務する避難対象雇用者等又は特定雇用者に対して、税額の20％を

限度として、給与等支給額※４の15％を税額控除できる。
※３ 特定雇用者とは、次の者（避難対象雇用者等を除く。）をいう。
イ 平成23年３月11日において福島国際研究産業都市区域内に所在する事業所に勤務していた者又は同日において福島国際研究産業都市区域内に居住していた者
ロ その法人が行う新産業創出等推進事業に関する専門的な知識及び技能を必要とする業務に新たに従事する者（上記イの者を除く。）

※４ 給与等支給額のうち研究開発税制の適用を受ける給与等の額を除く。

③ 開発研究用資産に係る特別償却等
開発研究用資産を即時償却できることに加え、当該即時償却の対象となる開発研究用資産の償却費について研究開

発税制を適用する場合には、特別試験研究費とみなして税額控除できる。

（注） ①機械等に係る特別償却等と②避難対象雇用者等又は特定雇用者を雇用した場合の税額控除は選択適用。

改正後の特例の内容

福島関係：福島イノベーション・コースト構想の推進に係る特例措置の創設
令和３年度税制改正の概要

対象資産 特別償却 税額控除
機械・装置、器具・備品 即時償却 15％
建物、構築物 25％ ８％
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○ いまだ根強く残る農林水産業及び観光業等への風評被害に対応するため、福島県
内において、特定風評被害がその経営に及ぼす影響に対処するための特定事業活
動を行う事業者に対して、 令和３年度から５年間の特例措置を創設。

改正概要

〇 福島県知事の指定を受けた個人事業者又は法人が、福島県内において特定事業

活動※1を行う場合、以下の特例を適用する。
※１ 特定風評被害※２がその経営に及ぼす影響に対処するために行う新たな事業の開拓、事業再編による新たな事業の開始又は収益性の低い事業からの撤退、

事業再生、設備投資その他の事業活動。（改正福島復興再生特別措置法（以下「法」という。）第74条第１項）

※２ 放射性物質による汚染の有無又はその状況が正しく認識されていないことに起因する農林水産物及びその加工品の販売等の不振並びに観光客の数の低迷。
（法第７条第５項第３号）

① 機械等に係る特別償却等※３

※３ 特別償却と税額控除は選択適用。

② 特定被災雇用者等※４を雇用した場合の税額控除
福島県内の事業所に勤務する特定被災雇用者等に対して、税額の20％を限度として、給与等支給額の10％を税額

控除できる。
※４ 特定被災雇用者等は、平成23年３月11日において福島県の区域内に所在する事業所に勤務していた者又は同日において福島県の区域内に居住していた者。

（注） ①機械等に係る特別償却等と②特定被災雇用者等を雇用した場合の税額控除は選択適用。

改正後の特例の内容

福島関係：福島における特定風評被害による経営への影響に対処するための特定事業活動に係る特例措置の創設
令和３年度税制改正の概要

対象資産 特別償却 税額控除
機械・装置、器具・備品 即時償却 15％
建物、構築物 25％ ８％
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福島関係：福島復興再生特別措置法による被災12市町村における農地の利用集積等の促進のための税制上の所要の措置の創設
令和３年度税制改正の概要

集
積
計
画

（
農
用
地
利
用
集
積

計
画
）

市町村が作成

福島県が作成

現
行
制
度

改
正
福
島
特
措
法

選択制

農
業
者

（
出
し
手

）

新
集
積
計
画

（
農
用
地
利
用
集
積
等

促
進
計
画
）

農
地
中
間

管
理
機
構

農
業
者

（
出
し
手

）

担
い
手

農
地
中
間

管
理
機
構

担
い
手

担
い
手

○ 農地の譲渡に対して
・所得税・法人税 （800万円、1,500万円、2,000万円特別控除）

○ 農地の貸付けに対して
・相続税・贈与税 （納税猶予適用農地の借換特例、特定貸付の特例）

・固定資産税・都市計画税 （農地中間管理機構へ貸し付けた農地の課税の軽減）

農地中間管理機構

担い手

○ 農地の取得に対して
・登録免許税 （20/1000→10/1000に税率軽減）
・不動産取得税 （５年以内の売渡しで納税義務を免除）

○ 農地の取得に対して
・登録免許税 （20/1000→10/1000に税率軽減）
・不動産取得税 （課税標準の特例（取得価格の１／３を控除））

農業者（出し手）

県が集積計画を作成した場合の税制特例
（既存の市町村が集積を行う場合と同様の特例） （参 考）

改正概要

改正後の特例の内容

○ 福島復興再生特別措置法に基づき、福島県が農用地利用集積等促進計画を作成
した場合も、市町村が行う場合と同様の特例が受けられるよう税制上の措置を創設。

○ 原子力災害被災12市町村における農地集積の促進に際しては、市町村、農業委員
会のマンパワー不足等が課題。このため、改正福島特措法において、農地集積に係
る計画について、市町村に加えて福島県においても作成できるよう措置。

○ これを受け、農地集積に係る税制特例について、改正福島特措法に基づき福島県
が農地集積を行う場合においても、市町村と同様の特例が受けられるよう措置。
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○ 「帰還環境整備推進法人」が令和３年４月１日より「帰還・移住等環境整備推進法人」となることから、
引き続き、現行の特例措置の対象とする。

改正概要

○ 避難解除区域等内において帰還・移住等環境整備推進法人（※1）に対して土地等を譲渡した場合等
に以下の特例措置を適用する。

改正後の特例の内容

福島関係：帰還環境整備推進法人に土地等を譲渡した場合等の特例措置の拡充
令和３年度税制改正の概要

（１） 公共施設（※2）の整備に関する事業(公共施設整備事業)のために帰還・移住等環境整備推進法人に土地等を譲渡した場合等

（２） 帰還する住民の生活及び地域経済の再建の用に供するために土地を集約して適正な形状、面積等を備えた一団の土地(おおむね
500㎡以上)とする事業(土地集約化事業)のために帰還・移住等環境整備推進法人に土地等を譲渡した場合

（※2） 駐車場、駐輪場、集会施設、休憩施設、案内施設、道路、公園、緑地、広場

＜土地の集約化のイメージ＞

土地の価値の向上、譲渡・賃貸の活発化

土地の集約化

【所得税・個人住民税】 譲渡所得から1,500万円を特別控除
【法 人 税】 1,500万円を損金算入

土地等を譲渡した者

帰還・移住等環境整備推進法人
【登録免許税】 所有権移転登記（本則２％→１％）

地上権設定等の登記（本則１％→0.5％）
【不動産取得税】 課税標準からの土地の価額の１／５を控除
【固定資産税・都市計画税】 課税標準を１／３に減額（※3）

〔令和４年３月31日までの施設整備完了分につき５年度分〕

〔令和４年３月31日まで〕 （※3）帰還・移住等環境整備推進法人に土地及び償却資産の管理を
無償で委託した場合には、納税義務者である土地等の管理を委託
した者に当該特例が適用。

（※1） 避難指示の対象となった12市町村において、まちづくりや帰還・移住等環境整備の面で
行政の機能を補完する団体として当該12市町村が指定する一般社団法人等。

※ （１）及び（２）の国税に係る特例措置については公益認定を受けた法人に限る。

土地等を譲渡した者

【登録免許税】 所有権移転登記（本則２％→１％）
地上権設定等の登記（本則１％→0.5％）

帰還・移住等環境整備推進法人

【所 得 税】 軽減税率（2,000万円以下：15％→10％）
【個人住民税】 軽減税率（2,000万円以下：５％→４％）
【法 人 税】 追加課税（５％）の免除 〔課税停止中〕

〔令和４年12月31日まで〕

〔令和４年３月31日まで〕
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被災代替資産関係：被災代替建物等に係る登録免許税の非課税措置の延長
令和３年度税制改正の概要

（※）警戒区域設定指示等の対象区域内に所在していた建物に代わるものにあっては、期間の起算点の特例あり。

改正概要

○ 被災代替建物等に係る登録免許税の非課税措置の適用期限を５年延長し、令和８年
３月31日までとする。

改正後の特例の内容

9

○ 被災した建物に代えて新築等した建物及びその敷地の用に供する土地に係る所有権等の保存登記及び移転登記

又は抵当権の設定登記については、令和８年３月31日（※）までの間に受けるものに限り、登録免許税を課さない。



被災代替資産関係：被災代替建物等に係る印紙税の非課税措置の延長
令和３年度税制改正の概要

（※）警戒区域設定指示等の対象区域内に所在していた建物に代わるものにあっては、期間の起算点の特例あり。

改正概要

○ 被災代替建物等に係る印紙税の非課税措置の適用期限を５年延長し、令和８年３月
31日までとする。

改正後の特例の内容

○ 被災した建物若しくはその敷地を譲渡する場合、被災した建物に代わる建物若しくはその敷地を取得等する場合又は被災した
建物を修繕する場合等において被災者が作成する不動産の売買契約書又は建設工事の請負契約書のうち、令和８年３月31日（※）

までの間に作成される契約書については、印紙税を課さない。
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被災代替資産関係：被災代替家屋等に係る不動産取得税の特例措置の延長
令和３年度税制改正の概要

改正概要

○ 被災代替家屋等に係る不動産取得税の特例措置の適用期限を５年延長し、令和８年
３月31日までとする。

① 被災代替家屋の取得に係る特例

被災家屋の所有者等が、当該被災家屋に代わる家屋（被災代替家屋）を、令和８年３月31日までの間に取得した場合には、被災家
屋の床面積相当分には不動産取得税が課されない。

② 被災代替家屋の敷地の用に供する土地の取得に係る特例

被災代替家屋の敷地の用に供する土地（代替土地）で、被災家屋の敷地の用に供されていた土地（従前の土地）に代わる土地を、
令和８年３月31日までの間に取得した場合には、従前の土地の面積相当分には不動産取得税が課されない。

改正後の特例の内容
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被災代替資産関係：被災代替家屋等に係る固定資産税等の特例措置の延長
令和３年度税制改正の概要

固定資産税 都市計画税

小規模住宅用地
（200㎡まで） 価格の1/6 価格の1/3

一般住宅用地
（200㎡超） 価格の1/3 価格の2/3

（参考）住宅用地の特例

改正概要

○ 被災代替家屋等に係る固定資産税等の特例措置の適用期限を５年延長し、令和８年
３月31日までとする。

① 被災代替家屋に係る特例

被災家屋の所有者等が、当該被災家屋に代わる家屋(被災代替家屋）を令和８年３月31日までの間に取得等した場合には、当該被
災代替家屋に係る税額のうち当該被災家屋の床面積相当分について、４年度分２分の１、その後の２年度分３分の１を減額する。

② 被災代替家屋の敷地の用に供する土地に係る特例

被災住宅用地の所有者等が、当該被災住宅用地に代わる土地（代替土地）を令和８年３月31日までの間に取得した場合には、当該
代替土地のうち被災住宅用地相当分について、取得後３年度分、当該土地を住宅用地とみなし、住宅用地の特例を適用する。

改正後の特例の内容

令和８年３月31日までの間に取得した場合、
住宅の建設がされていなくても、土地取得後
３年度分住宅用地とみなす。
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被災代替資産関係：被災住宅用地に係る固定資産税等の特例措置の延長
令和３年度税制改正の概要

固定資産税 都市計画税

小規模住宅用地
（200㎡まで）

価格の1/6 価格の1/3

一般住宅用地
（200㎡超）

価格の1/3 価格の2/3

（参考）住宅用地の特例

改正概要

○ 被災住宅用地に係る固定資産税等の特例措置の適用期限を５年延長し、令和８年度
までとする。

○ 被災した住宅の敷地（被災住宅用地）については、令和８年度まで当該敷地を住宅用地と
みなし、住宅用地の特例を適用する。

改正後の特例の内容

震災により滅失・損壊 被災住宅用地の特例

住宅なし

住宅が建設されていなくても、令和８年度
までは住宅用地とみなす。

（被災した家屋の敷地）
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○ 特定の資産（被災区域の土地等）の買換え等の場合の譲渡所得に係る特例措置の適用
期限を３年延長し、令和６年３月31日までとする。

○ 令和６年３月31日までの間に、以下の表の①又は②の買換えを行った場合には、資産の譲渡の日を含む事業年度
において取得をし、かつ、その取得の日から１年以内にその事業の用に供する資産（買換資産）については、その譲渡
をした資産（譲渡資産）に係る譲渡益の額に相当する金額の範囲内で圧縮記帳（課税繰延割合100％）ができる。

【イメージ図】

○○社

Ａ土地
簿価：500万円
時価3,000万円

Ｂ土地

時価3,000万円

（買替資産）（譲渡資産）

Ｂ土地
Ａ土地

売却
購入

3,000万円3,000万円

（単位：万円）

譲渡資産（Ａ土地） 買換資産（Ｂ土地）

Ａ土地500 Ｂ土地500

現金
3,000

現金
3,000

（相 殺）

圧縮損
2,500

譲渡益
2,500

（※１）東日本大震災に起因して事業又は居住の用に供することができなくなった建物又は構築物の敷地及び当該建物又は構築物と一体的に事業の用に供される付属施設の用に
供されていた土地の区域

（※２）東日本大震災からの復興に向けた取組を重点的に推進する必要がある区域（復興特区法第４条第１項の政令で定める区域）

譲渡資産 買換資産

① 被災区域（※１）である土地等
被災区域である土地等

被災区域ではない土地等の場合、一定の区域内（※２）の土地等

②
被災区域である土地等以外の土地
等

被災区域である土地等

被災代替資産関係：特定の資産（被災区域の土地等）の買換え等の場合の譲渡所得に係る特例措置の延長

令和３年度税制改正の概要

改正概要

改正後の特例の内容
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改正後の特例の内容

① 東日本大震災により滅失し、又は損壊した建物、構築物又は機械若しくは装置等に代わるもので、その製作又は建設
の後事業の用に供されたことのないものの取得等をして、これらの資産を事業の用に供した場合

② 建物、構築物又は機械若しくは装置で、その建設又は製作の後事業の用に供されたことのないものの取得等をして、
被災区域である土地に付随して一体的に使用される土地の区域内において、これらの資産を事業の用に供した場合

○ 個人又は法人が、令和５年３月31日までの間に、以下の①、②に該当する場合、その取得価額の一定割合の特別
償却ができる。

改正概要

○ 被災代替資産等に係る特別償却の特例措置の適用期限を２年延長し、令和５年３月
31日までとする。

被災代替資産等の種類

特別償却率

中小企業等 その他の法人

機械及び装置、船舶（※） 24％ 20％

建物及び構築物（増築部分を含む） 12％ 10％

（※）船舶は漁船。

被災代替資産関係：被災代替資産等に係る特別償却の特例措置の延長
令和３年度税制改正の概要
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改正概要

改正後の特例の内容

½ ½ ½

○ 被災代替償却資産に係る固定資産税の特例措置の適用期限を３年延長し、令和６年
３月31日までとする。

○ 東日本大震災により滅失・損壊した償却資産（被災償却資産）の所有者等が当該被災償却資産に代わる償却資産
（被災代替償却資産）を令和６年３月31日までの間に、一定の被災地域内において取得又は改良した場合には、その
後４年度分の固定資産税の課税標準を２分の１とする。

取得又は改良後、４年度分の固定資産税の課税標準を１／２

課
税
標
準
額

課 税 年 度

½
初年度 2年度 3年度 4年度

被災代替資産関係：被災代替償却資産に係る固定資産税の特例措置の延長
令和３年度税制改正の概要

被災代替償却資産を取得又は改良
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被災代替資産関係：農用地に係る特例措置の延長
令和３年度税制改正の概要

① 被災農用地の代替農用地を取得する場合の所有権の移転登記等に対する登録免許税を免除

② 被災農用地の譲渡や被災農用地の代替農用地を取得等する場合に作成する契約書に係る印紙税を非課税

③ 被災農用地の代替農用地を取得する場合の不動産取得税を免除

被災者

経営農地が津波による
冠水等の被害

代替
農地の
取得

登記申請

売買契約書等
の作成

申告

法務局 登録免許税を免除

農地の出し手 印紙税を非課税

県（課税主体）
不動産取得税を免除

（被災した農地）

改正概要

○ 農用地に係る特例措置の適用期限を５年延長し、令和８年３月31日までとする。

○ 東日本大震災により被災した農用地の所有者等が、当該被災農用地に代わる
農用地を、令和８年３月31日までの間に取得した場合には、当該所有者等に対
し、以下の特例措置を講じる。

改正後の特例の内容
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○ 東日本大震災事業者再生支援機構による資金の貸付けに係る金銭消費貸借契約
書の印紙税に係る特例措置の適用期限を５年延長し、令和８年３月31日までとする。

改正概要

○ 東日本大震災事業者再生支援機構が支援先の被災事業者に対して行う資金の貸
付けに係る金銭消費貸借契約書のうち、令和８年３月31日までの間に作成されるもの
については、印紙税を課さない。

改正後の特例の内容

東日本大震災事業者再生支援機構関係：資金の貸付けに係る金銭消費貸借契約書の印紙税の非課税措置の延長
令和３年度税制改正の概要

【被災事業者】 【東日本大震災事業者
再生支援機構】

④資金の貸付け（つなぎ融資）

③金銭消費貸借契約書の提出

①再生支援の申込み

②支援決定金銭消費貸借契約書
【差入方式】

第1項第2号
イ 資金の貸付け（つなぎ融
資に限る）

機構法第16条（機構の業務）

支援内容につなぎ融資が含まれる場合

非課税
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○ 東日本大震災事業者再生支援機構の事業税の資本割の特例措置の適用期限を
５年延長し、令和８年３月31日までとする。

改正概要

○ 東日本大震災事業者再生支援機構の法人事業税の資本割の課税標準となる「資
本金等の額」を、令和８年３月31日までの間、銀行法上の最低資本金の額（20億円）と
する。

改正後の特例の内容

東日本大震災事業者再生支援機構関係：事業税の資本割の特例措置の延長
令和３年度税制改正の概要

特例措置
適 用 前

特例措置
適 用 後

299億8,400万円

20億円

0 100 200 300億円

○ 資本割の課税標準
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改正概要

改正後の特例の内容

特定住宅被災市町村の区域内にある土地等を地方公共団体等へ譲渡した場合の特別控除(2,000万円)の延長
令和３年度税制改正の概要

※１ 東日本大震災により被災市街
地復興特別措置法第２１条に規定
する住宅被災市町村をいう

※２ 復興整備計画に記載された事
業であること等、一定の要件を満
たすものに限る

※３ 事業の用に供する公共事業用
地や代替地用地のために買い取
られる場合が想定

代替地

事業用地

〇 個人等の有する土地等で特定住宅被災市町村※１の区域内にあるものが、令和８年３月
31日までの間に、地方公共団体、独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社、地方
道路公社又は土地開発公社が行う東日本大震災からの復興のための事業※２の用に供す
るために買い取られる場合※３には、譲渡所得から特別控除（2,000万円）が可能。

特定住宅被災市町村内

○ 特定住宅被災市町村の区域内にある土地等を譲渡した場合の2,000万円特別
控除の特例措置の適用期限を５年延長し、令和８年３月31日までとする。
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○ 防災集団移転促進事業により買い取った住宅地等（移転元地）の集約化及び一体的
な利活用を図るため、民有地と公有地を交換する場合に課税される登録免許税を免税
とする特例措置の適用期限を５年延長し、令和８年３月３１日までとする。

改正概要

○ 復興整備計画に基づく区域内の事業の用に供するため公有地と民有地の交換を
行った場合に、公有地を取得した者に課税される所有権移転登記に対する登録免許税
を免税とする。

改正後の特例の内容

防災集団移転促進事業の移転元地を利活用するために土地の交換を行った場合の登録免許税の免税措置の延長
令和３年度税制改正の概要

＜特例適用の流れ＞ ＜土地の交換のイメージ＞

公有地

災害危険区域

民有地

民有地

民有地

高台移転事業

海

移転元地
（公有地）

移転元地
（公有地）

移転元地
（公有地）

復興整備事業の
実施区域

公有地

公有地と
民有地を
交換

⇒所有権
移転登記
に対する

登録免許
税を免税

※ ：交換する公有地は防集事業で取得した土地以外でも可
※※：復興整備事業の実施区域は届出対象区域に指定

○被災市町村(＊)は、東日本大震災復興特別区域法46条１項に規定する復興整備計画を作成
・ 同法46条２項４号の復興整備事業として、移転促進区域内の土地（移転元地）を利用する事業を記載

○被災市町村(＊)は、復興整備事業の実施区域を同法64条１項に規定する届出対象区域に指定

復興整備計画の策定及び届出対象区域の指定

○復興整備計画に基づく復興整備事業の用に供するため、公有地との交換で民有地※を取得

※ 民有地は、届出対象区域内の土地であること

土地の交換の実施

○ 上記交換により公有地を取得した者について、土地の所有権の移転登記を免税

※ 登記申請書に、上記交換である旨を証明する市町村長の書類を添付

税制特例の適用

（*）復興整備計画に基づき、防災集団移転促進事業を実施した市町村
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住宅ローン減税について、
○ 契約期限（注文住宅は令和３年９月末、分譲住宅は令和３年11月末）と入居期限
（令和４年12月末）を満たす者について、控除期間13年の措置を適用する。

○ 控除期間13年の措置が適用される場合に、合計所得金額1,000万円以下の者に限
り、新築等に係る床面積要件を40㎡以上に緩和する。

改正概要

改正後の特例の内容

住宅ローン減税の被災者向け措置の拡充

1

令和３年度税制改正の概要

（参考）全国一般向け東日本大震災被災者向け

控除率 1.2%、借入限度額 5,000万円

3年
控除期間 10年

（最大控除額 600万円）

11～13年目の控除額 （いずれか少ない金額）
・住宅ローンの年末残高（5,000万円限度）×1.2%
・建物価格（5,000万円限度）×2%÷3

控除率 1.0%、借入限度額 4,000万円

控除期間 10年
（最大控除額 400万円）

3年

11～13年目の控除額 （いずれか少ない金額）
・住宅ローンの年末残高（4,000万円限度）×1.0%
・建物価格（4,000万円限度）×2%÷3

令和４年12月31日までの間に居住の用に供した住宅。 令和４年12月31日までの間に居住の用に供した住宅。

（上記に係る主な要件）
①自らが居住するための住宅 ②床面積が50㎡以上（※） ③合計所得金額が3,000万円以下
④住宅ローンの借入期間が10年以上 ⑤取得の日から６か月以内に入居 等

※合計所得金額1,000万円以下の者に限り、新築等に係る床面積要件の下限を40㎡以上とする。
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※耐震・省エネ・バリアフリー住宅

現
行
制
度

改
正
案

○ 直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置の拡充にあわせ、東日
本大震災の被災者が贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置についても、新築等に係る床面積要
件を緩和。

○ 具体的には、受贈者の贈与を受けた年分の合計所得金額が1,000万円以下である場合に、新築等
に係る床面積要件の下限を40㎡以上（現行：50㎡以上）に引き下げる。

改正概要

○ 東日本大震災の被災者が令和３年12月31日までの間に直系尊属から贈与を受けた住宅取得等資
金のうち最大1,500万円までの金額について贈与税を非課税とする。

改正後の特例の内容

直系尊属から住宅取得等資金の贈与を被災者が受けた場合の贈与税の非課税措置の拡充
令和３年度税制改正の概要

○受贈者
・20歳以上の者
・合計所得金額2,000万円以下（※40㎡以上50㎡未満の場合は1,000万円）
・東日本大震災の被災者（家屋が滅失した者、警戒区域内の家屋に居住していた者等）

＜受贈者・贈与者の要件＞

非課税額（耐震等※）

＜R3.4～R3.12に住宅用家屋の取得等に係る契約を締結した場合の非課税限度額等＞

面積要件

40～240㎡

面積要件

40㎡以上
（上限なし）

非課税額（左以外）

1,500万円 1,000万円 1,500万円 1,000万円

非課税額（耐震等※） 非課税額（左以外）

（参考）全国一般向け東日本大震災被災者向け

非課税額（耐震等※） 面積要件

50～240㎡

面積要件

50㎡以上
（上限なし）

非課税額（左以外）

1,500万円 1,000万円 1,200万円 700万円

非課税額（耐震等※） 非課税額（左以外）現
行
制
度

改
正
案

※耐震・省エネ・バリアフリー住宅

○贈与者
・受贈者の直系尊属（年齢要件なし）
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